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平 成 19 年 度 各 会 計 予 算 額    

△2.7 

 15.4 

0.9 

 △77.9 

△0.4 

 △3.1 

△0.7 

 △19.2 

△7.6 

 3.3 

6.5 

5.3 

△3.3 

 △10.3 

△40.4 

 △24.8 

△3.3 

△2.7 

△5.5 

△6.0 

1.4 

 △0.8 

△1.7 

△3.7

3,964,000 

 35,824,000 

19,943,000 

4,500 

247,000 

3,166,000 

1,784,200 

2,100 

6,100 

109,670,000 

280,000 

337,000 

6,089,000 

7,463,000 

337,000 

531,000 

10,357,000 

12,103,000 

1,644,000 

1,612,000 

17,951,000 

19,574,000 

36,658,000 

41,620,000

％ 千円 

港 湾 事 業  

国 民 健 康 保 険 事 業  

自 転 車 競 走 事 業  

奨 学 資 金  

水産物地方卸売市場事業  

老 人 保 健 医 療 事 業  

介 護 保 険 事 業  

風 力 発 電 事 業  

母子寡婦福祉資金貸付事業 

　 合 計 　  

一 般 会 計  

区　　　　　　　　分 予 算 額  
対前年度  
増 減 率  

収 入  

支 出  

収 入  

支 出

収 入  

支 出

収 入  

支 出

収 入  

支 出

収 入  

支 出

収 入  

支 出  

中央卸売市場事業 

 

水 道 事 業  

 

温 泉 事 業  

 

公 共 下 水 道 事 業  

 

交 通 事 業  

 

病 院 事 業  

 

　 合 計 　  

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計
 

公

　

　

営

　

　

企

　

　

業

　

　

会

　

　

計
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修

正

案

 

122,150,000 △0.9

討
 
論

観
点
か
ら
評
価
基
準
を
公
表
し

て
ま
い
り
た
い
。
　
　
　
　
　

　
ま
た
、
借
上
市
営
住
宅
制
度

運
営
委
員
会
の
委
員
に
つ
い
て
 

は
、
審
査
内
容
に
個
人
情
報
が

含
ま
れ
て
い
る
た
め
市
職
員
を

も
っ
て
構
成
し
て
き
た
が
、
ど

の
よ
う
な
分
野
の
専
門
家
が
適

任
で
あ
る
か
も
含
め
て
外
部
委

員
の
登
用
を
検
討
し
て
ま
い
り

た
い
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
 

                        

  質
疑
　
早
期
に
乳
幼
児
医
療
費

助
成
の
拡
大
を
し
て
い
た
だ
き

た
い
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

答
弁
　
予
定
と
し
て
は
、
本
年

６
月
定
例
会
に
条
例
改
正
等
の

議
案
を
提
出
し
、
審
議
し
て
い

た
だ
く
こ
と
を
考
え
て
い
る
が
、

助
成
の
対
象
範
囲
を
小
学
校
卒

業
ま
で
に
拡
大
す
る
実
施
時
期
 

　
　
　
　
　
　
 

                        

は
、
市
民
へ
の
周
知
や
医
療
関

係
機
関
と
の
協
議
の
ほ
か
、
受

給
者
数
の
大
幅
な
増
加
が
見
込

ま
れ
る
た
め
、
対
応
す
る
シ
ス

テ
ム
改
修
や
新
た
に
対
象
と
な

る
方
々
へ
の
案
内
、
受
給
者
証

の
発
行
な
ど
の
作
業
に
も
一
定

の
期
間
が
必
要
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
が
、
で
き
る
だ
け
早
く

実
施
で
き
る
よ
う
努
力
を
し
て

ま
い
り
た
い
。
　
　
　
　
　
　
 

                         

    ○
一
般
会
計
修
正
案
　
　
　
　

　
は
こ
だ
て
市
民
ク
ラ
ブ
の
小

野
沢
猛
史
委
員
外
１
名
か
ら
、

は
こ
だ
て
市
議
会
だ
よ
り
発
行

費
の
新
聞
掲
載
分
に
係
る
歳
出

予
算
を
削
る
た
め
修
正
案
が
提

出
さ
れ
ま
し
た
。
　
　
　
　
　

　
 

                        

    　
討
論
は
、
議
案
に
対
し
て
の

賛
成
・
反
対
の
意
見
を
述
べ
、

賛
同
を
求
め
る
も
の
で
す
。
　

　
日
本
共
産
党
は
、
一
般
会
計
 

・
国
民
健
康
保
険
・
自
転
車
競

走
事
業
特
別
会
計
の
各
予
算
に

対
し
、
反
対
討
論
し
ま
し
た
。

　
 

幼
児
 

医
療
費
助
成
 

乳 

2

議 案 審 査
第１回定例会では

このようなことを決めました。

　
提
出
さ
れ
た
議
案
は
、

本
会
議
や
委
員
会
で
審
査

が
行
わ
れ
ま
し
た
。
 

　
可
決
し
た
主
な
議
案
の

要
旨
と
、
そ
れ
ら
に
対
す

る
質
疑
を
掲
載
し
て
お
り

ま
す
。
 

文
文
化
交
流
 

セ
ン
タ
ー
整
備
 

縄 

上
市
営
住
宅
 

借 

用
対
策
 

雇 

予
 
 
算
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◎＝満場一致で可決 
○＝賛成多数で可決 
●＝賛成少数で否決 

特
別
会
計 

公
営
企
業
会
計 

○　一般会計（反対　日本共産党） 
　　　　　　（退場　はこだて市民クラブ） 
●　一般会計修正案 
　　　　　　（賛成　はこだて市民クラブ） 
◎　港湾事業 
○　国民健康保険事業（反対　日本共産党） 
○　自転車競走事業（反対　日本共産党） 
◎　奨学資金 
◎　水産物地方卸売市場事業 
◎　老人保健医療事業 
◎　介護保険事業 
◎　風力発電事業 
◎　母子寡婦福祉資金貸付事業 
◎　中央卸売市場事業 
◎　水道事業 
◎　温泉事業 
◎　公共下水道事業 
◎　交通事業 
◎　病院事業 

国宝に指定される中空土偶 国宝に指定される中空土偶 

借上市営住宅（東雲町） 借上市営住宅（東雲町） 

予算採決結果
    　

平
成
１９
年
度
の
当
初
予
算
は
、

市
長
選
挙
が
行
わ
れ
る
た
め
、

人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
の
義
務

的
経
費
な
ど
、
行
政
運
営
の
基

本
的
経
費
を
中
心
と
し
た
骨
格

予
算
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
　

　
な
お
、
市
長
選
挙
後
の
６
月

定
例
会
で
は
、
政
策
的
な
予
算

が
計
上
さ
れ
る
予
定
で
す
。
　

　
　
 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 

質
疑
　
（
仮
称
）
縄
文
文
化
交

流
セ
ン
タ
ー
の
整
備
を
ど
の
よ

う
に
考
え
て
い
る
の
か
。
　
　

答
弁
　
一
万
年
に
わ
た
り
高
い

精
神
性
を
持
っ
て
栄
え
た
縄
文

文
化
の
調
査
研
究
と
普
及
活
動

を
行
う
施
設
で
、
多
く
の
人
々

の
交
流
と
人
材
の
育
成
に
貢
献

　
 

            

            す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
り
、

著
保
内
野
遺
跡
の
中
空
土
偶
な

ど
貴
重
な
出
土
品
の
展
示
を
始
 

め
、
土
器
・
石
器
づ
く
り
な
ど

の
体
験
学
習
の
実
施
や
調
査
研

究
と
情
報
発
信
の
機
能
を
備
え

た
施
設
と
し
て
整
備
を
し
て
ま

い
り
た
い
と
考
え
て
い
る
。
　

　
ま
た
、
本
施
設
は
、
広
域
的

な
観
光
振
興
も
視
野
に
入
れ
な

が
ら
、
北
の
縄
文
文
化
回
廊
の

　
 

            

拠
点
施
設
と

し
て
整
備
を

目
指
し
て
い

る
。
　
　
　

　
現
在
、
本

施
設
の
整
備

基
本
計
画
の

最
終
的
な
取

り
ま
と
め
を

行
っ
て
お
り
、

今
後
、
庁
内

お
よ
び
庁
外

の
関
係
団
体
と
協
議
を
進
め
な

が
ら
、
平
成
１９
年
度
以
降
に
は

具
体
的
な
設
計
作
業
を
行
い
、

施
設
の
早
期
完
成
を
目
指
し
て

取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
。
　

　
　
 

 質
疑
　
雇
用
対
策
へ
の
取
り
組

み
状
況
を
伺
い
た
い
。
　
　
　

答
弁
　
現
在
、
実
施
し
て
い
る

ジ
ョ
ブ
カ
フ
ェ
函
館
事
業
や
地

域
提
案
型
雇
用
創
造
促
進
事
業

等
に
よ
り
着
実
に
雇
用
が
生
じ

て
き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後

も
北
海
道
や
公
共
職

業
安
定
所
等
と
連
携

し
な
が
ら
、
雇
用
の

推
進
に
全
力
を
尽
く

し
て
ま
い
り
た
い
。

　
地
域
提
案
型
雇
用

創
造
促
進
事
業
は
、

平
成
１７
年
度
、
１８
年

度
の
２
か
年
で
既
に
、

３
か
年
の
目
標
値
の

約
９０
パ
ー
セ
ン
ト
に
当
た
る
３

１
０
名
の
雇
用
創
出
数
に
達
し

て
い
る
が
、
事
業
の
最
終
年
度

と
な
る
平
成
１９
年
度
に
つ
い
て
 

も
、
関
係
機
関
と
連
携
し
な
が

ら
「
特
色
あ
る
地
場
産
業
の
活

性
化
の
た
め
の
事
業
」
や
「
観

光
文
化
の
あ
る
ま
ち
・
函
館
の

ひ
と
づ
く
り
の
た
め
の
事
業
」

な
ど
の
実
施
に
よ
り
、
さ
ら
な

る
雇
用
の
創
出
に
取
り
組
ん
で

ま
い
り
た
い
。
　
　
　
　
　
　

　
　
　
 

 質
疑
　
借
上
市
営
住
宅
建
設
に

か
か
る
認
定
評
価
基
準
等
は
、

ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
か
。
 

答
弁
　
認
定
に
お
け
る
評
価
項

目
は
、
建
設
計
画
地
の
立
地
条

件
や
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
な
ど
の

状
況
の
ほ
か
、
直
接
建
設
方
式

と
の
経
費
比
較
や
自
己
資
金
の

割
合
な
ど
も
考
慮
し
て
い
る
。

　
評
価
基
準
は
、
事
業
者
個
々

に
十
分
説
明
し
て
き
た
が
、
今

後
は
、
選
考
審
査
の
透
明
性
の

　
 


